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項　　目 平成23年度 平成24年度 平成25年度

完了事業数（年度ごと） 65 43 22

延べ完了事業数 65 108 130

継続（未完了）事業数 118 75 53

全体事業数 183 183 183

完了事業割合 35.5% 59.0% 71.0%

区　　分 全体事業数
183事業内訳

H26.1.31延べ
完了130事業内訳 完了割合

１．ソフト事業 　　　65 　　　　37 　 56.9％

　　うち災害復旧等対応分 　　　51 　　　　36 　70.6％

２．ハード事業（その他） 　　118 　　　　93 　78.8％

　　うち災害復旧等対応分 　　100 　　　　87 　87.0％

計 　　183 　　　130 　71.0％

　　うち災害復旧等対応分 　　151 　　　123 　81.5％

※市震災復興計画実施事業の詳しい進捗状況は、市ホームページに掲
載しています
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入
院
、入
院
外
、

歯
科
、
調
剤
、
訪
問
看
護
療
養
費

受
診
す
る
際
は
「
被

保
険
者
証
」
と
「
一
部
負
担
金
免

除
証
明
書
」
を
医
療
機
関
窓
口
で

提
示
し
て
く
だ
さ
い
。

平
成
25
年

３
月
31
日
ま
で
に
市
か
ら
「
一
部

負
担
金
免
除
証
明
書
」
を
交
付
さ

れ
、
今
回
の
要
件
に
該
当
す
る
場

合
は
新
し
い
免
除
証
明
書
を
送
付

し
ま
す
の
で
、
申
請
手
続
き
は
不

要
で
す
。

平

成
25
年
４
月
以
降
に
本
市
の
国
民

健
康
保
険
に
加
入
し
、
今
回
の
要

件
に
該
当
す
る
場
合
は
申
請
手
続

き
が
必
要
で
す
。
申
請
に
は
、
り

災
証
明
書
、
被
保
険
者
証
、
認
め

印
を
持
参
し
、
本
市
に
転
入
し
た

人
は
、
前
住
所
地
の
市
町
村
が
発

行
す
る
住
民
税
非
課
税
世
帯
で
あ

る
こ
と
を
証
明
す
る
書
類
が
必
要

に
な
り
ま
す
。

各
総
合
支
所
市
民

課
窓
口

市
民
生
活
部
国

保
年
金
課（
保
険
給
付
係
）
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介
護
保
険
利
用
者

負
担
額

介
護
保
険
を
利
用

す
る
際
は「
被
保
険
者
証
」と「
利

用
者
負
担
額
減
額
・
免
除
認
定
証
」

を
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
な
ど
に
提
示

し
て
く
だ
さ
い
。

平
成
25
年

３
月
31
日
以
前
に
市
か
ら
「
介
護

保
険
利
用
者
負
担
額
減
額
・
免
除

認
定
証
」
を
交
付
さ
れ
、
今
回
の

要
件
に
該
当
す
る
場
合
は
新
し
い

免
除
認
定
証
を
送
付
し
ま
す
の

で
、
申
請
手
続
き
は
不
要
で
す
。平

成
25
年
４
月
以
降
に
本
市
の
介
護

保
険
を
利
用
し
て
い
る
人
は
申
請

手
続
き
が
必
要
で
す
。申
請
に
は
、

り
災
証
明
書
・
被
保
険
者
証
・
認

め
印
を
持
参
い
た
だ
く
ほ
か
、
本

市
に
転
入
し
た
人
は
、
前
住
所
地

の
市
町
村
が
発
行
す
る
住
民
税
非

課
税
世
帯
で
あ
る
こ
と
を
証
明
す

る
書
類
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

各
総
合
支
所
市
民

課
窓
口

福
祉
事
務
所
長

寿
介
護
課（
介
護
給
付
係
）
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東
日
本
大
震
災
で
被
災
し
た
医

療
費
助
成
受
給
者
で
、
平
成
26
年

４
月
１
日
か
ら
医
療
機
関
で
の
窓

口
一
部
負
担
金
免
除
の
対
象
と

な
っ
た
場
合
は
、
免
除
が
優
先
さ

れ
ま
す
。
市
か
ら
交
付
さ
れ
る
一

部
負
担
金
免
除
証
明
書
を
、
医
療

機
関
に
提
示
し
て
受
診
す
る
よ
う

お
願
い
し
ま
す
。

　

免
除
期
間
中
に
受
診
し
た
医
療

費
は
、
医
療
費
助
成
申
請
書
を
提

出
し
て
も
お
支
払
い
で
き
ま
せ
ん

の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

市
民
生
活
部
国

保
年
金
課（
年
金
医
療
係
）
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東
日
本
大
震
災
で
被
災
し
た
国

民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
で
一
定

の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
、
医
療

機
関
窓
口
で
の
一
部
負
担
金（
自

己
負
担
金
）の
支
払
い
が
免
除
さ

れ
ま
す
。
同
様
に
、
介
護
保
険
の

利
用
者
も
介
護
サ
ー
ビ
ス
利
用
者

負
担
額
の
支
払
い
が
免
除
さ
れ
ま

す
。

　

免
除
さ
れ
る
の
は
、
次
の
要
件

の
該
当
者
で
す
。

住
民
税
非
課
税
世
帯

で
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
❶
住

家
が
全
壊
ま
た
は
大
規
模
半
壊
❷

主
た
る
生
計
維
持
者
が
死
亡
、
ま

た
は
行
方
不
明
に
よ
り
災
害
弔
慰

金
の
支
給
を
受
け
て
い
る
❸
住
家

が
半
壊
で
、
そ
の
住
家
を
や
む
を

得
ず
解
体
し
た
こ
と
に
よ
り
被
災

者
生
活
再
建
支
援
制
度
で
全
壊
と

扱
わ
れ
て
い
る

平
成
26
年
４
月
１

日
〜
平
成
27
年
３
月
31
日

▼
平
成
26
年
４
月

１
日
〜
７
月
31
日
＝
平
成
25
年
度

（
平
成
24
年
中
所
得
）の
課
税
状
況

で
判
定
し
ま
す
。

▼
８
月
１
日
以
降
＝
平
成
26
年
度

（
平
成
25
年
中
所
得
）の
課
税
状
況

で
判
定
し
ま
す
。


